
































































　内閣は，首長たる内閣総理大臣とその他の国務大臣で組織される（第 66 条第 1 項）。内
閣構成員は文民であることが求められる（第 66 条第 2 項）35）。内閣法は国務大臣を原則 14
人以内，最大 17 人以内とする（内閣法第 2 条）。国務大臣の過半数は国会議員でなければ
ならない（憲法第68条第1項）。明治憲法時代とは異なり（本節冒頭で述べたところを参照），




　内閣総理大臣は，国会議員の中から国会の議決で指名される（第 67 条第 1 項）。この指
名に当たって衆議院と参議院の指名が異なる場合は両院協議会を開くが，最終的には衆議
院の議決が優先する（同条第 2 項，国会法第 86 条第 1 項・同法第 88 条）。内閣総理大臣が
欠けたとき（死亡，国会議員の地位を失ったとき，辞職など）には，内閣は総辞職するこ





　　　①法律の誠実な執行（第 73 条第 1 号）
　　　②国務を総理すること（第 73 条第 1 号）
　　　③国会の召集（第 52 条～第 54 条）・衆議院の解散（第 7 条第 3 号・第 69 条）
　　　　・参議院の緊急集会（第 54 条第 2 項・第 3 項）
　　　④外交関係の処理（第 73 条第 2 号）
　　　⑤条約の締結（第 73 条第 3 号）
高文社，2011 年）である。
35）佐藤註 1 前掲「憲法総論の再検討」第 3 章第 3 節参照。第 66 条第 2 項を根拠に自衛隊の合憲性を主
張する見解は，解釈として成り立ちがたい。正面から 9 条の解釈として論ずべきである。




　　　⑥法律の定める基準に従い，官吏に関する事務を掌理する（第 73 条第 4 号）
　　　⑦予算を作成して国会に提出すること（第 73 条第 5 号）
　　　⑧この憲法及び法律の規定を実施するために，政令を制定すること。但し，政令には，特にその
法律の委任がある場合を除いては，罰則を設けることができない（第 73 条第 6 号）






付けを行う）。天皇の国事行為に対しては内閣が助言と承認を行う（第 3 条・第 7 条柱書）。
　国会の指名に基づく内閣総理大臣の任命と，内閣の指名に基づく最高裁判所長官の任命
（第 6 条）は，対応する規定が特に内閣の章に置かれていない。けれども，憲法改正・法律・
政令・条約の公布（第 7 条第 1 号），内閣の決定に基づく国会の召集（第 7 条第 2 号），衆
議院の解散（第 7 条第 3 号），国会議員の総選挙施行を公示すること（第 7 条第 4 号），栄
典（文化勲章など）の授与（第 7 条第 7 号），大赦，特赦，減刑，刑の執行の免除及び復
権の認証（第 7 条第 8 号），外国の大使や公使の接受（第 7 条第 9 号），そして儀式を行う





第 3 章 1（6）で述べたほか，本章第 3 節 1 で若干の検討を行う。




37）宮澤註釈 560 頁は 73 条 1 号「國務を總理する」の解釈として「内閣が行政事務を統轄するとする趣
旨を重ねて規定したものと解するよりほかはないが，そう解するとして，『国務を総理する』という
表現は，立法技術上から見て，拙劣と評される可能性があるようである」と述べる。この解釈はむ
しろ 73 条 1 号の国務には，2 号以下に列挙されたものが含まれないものとする前提があるようにも
思われるが，そもそも，73 条が，通常，政治作用ないし執政作用とされるものを「事務」と総称し
ていることに問題があると解される。
38）国事行為については本講義案第 1 章第 2 節参照。　
181
憲法統治機構講義案（2）（佐藤潤一）
法条約（条約法に関するウィーン条約）が日本について 1981 年 8 月 1 日に効力発生して
以来，同条約の第 27 条及び第 46 条の解釈問題に帰着するものと解される。
　すなわち，同条約第 27 条は「当事国は，条約の履行を正当化する根拠として自国の国
内法を援用することができない。この規則は，第 46 条の規定の適用を妨げるものではな








































べき内容であるが，本講義案第 1 章「天皇の国事行為」に関する項及び第 3 章冒頭で，既に扱った




43）2013 年 1 月現在。国家行政組織法別表などに基づいて作成。詳細な組織図は，総務省のサイト内に
ある，<http://www�soumu�go�jp/main_sosiki/gyoukan/kanri/satei_01_05�html> から見ることがで









＊＊厚生労働省の外局として 1962 年以来置かれていた社会保険庁は，2009 年 12 月 31 日に廃止され，そ
の業務は 2010 年 1 月 1 日以降，特殊法人日本年金機構に受け継がれた。
　立法における行政府の役割に関して，まず政府提出法案が法律案の大半を占めているこ
とについては，すでに述べた（第 3 章 1（3）参照）。財政に関する立法と行政の関わり方（予
算［案］とその国会審議）については第 5 章で検討することにする。外政に関する立法府
















公法」〕第 102 条及びその違反を罰する同法 110 条第 1 項第 19 号47）である。
国公法第 102 条は次のように規定する。





45）札幌高裁昭和 44（1969）年 6 月 24 日判時 560 号 30 頁。1 審判決を支持。
















は，認められない。したがって，国公法 102 条 1 項及び規則 5 項 3 号，6 項 13 号は，合理的で必要
やむをえない限度を超えるものとは認められず，憲法 21 条に違反するものということはできない」。




47）国公法第 110 条第 1 項第 19 号は，［国家公務員法］「第 102 条第 1 項に規定する政治的行為の制限に












の帰結である。国公法題第 102 条第 1 項の規定を具体化する「委任立法」が，人事院規則 14-7
である。猿払事件後に改正されているが，基本的な規定は変化がない。現代的課題への対処とい
う意味でも，現行の規則を挙げておこう（ここでは判例それ自体の検討にはあまり立ち入らない）。




























































































































　第 3 章冒頭で触れ，また第 1 章，天皇の国事行為に関する項で，衆議院の解散につい
て検討したところでも述べたように，「内閣は，行政權の行使について，國會に對し連帶
して責任を負ふ」（第 66 条第 3 項）。しかし行政の定義について論じた際に述べたように




































50）最大判平成 16（2004）年 1 月 1 日民集 58 巻 1 号 1 頁。
51）最大判昭和 45（1970）年 6 月 24 日民集 24 巻 6 号 625 頁。「憲法の定める議会制民主主義は政党を
無視しては到底その円滑な運用を期待することはできないのであるから，憲法は，政党の存在を当
然に予定している」との言及がある。
52）最三小判平成 8（1996）年 3 月 19 日民集 50 巻 3 号 615 頁。
53）政治献金と法人との関係が問題となったこれらの判決については，佐藤註1前掲「憲法総論の再検討」
第 3 章第 4 節 3（168 頁～ 170 頁）参照。
54）昭和 23（1948）年 7 月 29 日法律第 194 号。1975 年に，当初の「政党」の定義を「政治団体」につ






















の 2以上であるもの」（第 2 号）と。










会法第 46 条第 1 項）。
55）最三小判平成 8（1996）年 3 月 19 日民集 50 巻 3 号 615 頁。同事件で法人の権利との関係について





am3�August1927,Berlin1927,Druck der Preußischen Druckerei- und Verlags- Aktiengesellschaft, 
































註 1 前掲「憲法総論の再検討」第 1 章第 1 節を参照。



















21 条第 1 項が保障する「結社」の一種として容認されている。法律で「党首を党員の選
挙によって選出しなければならない」との条件を定めることは，憲法第 21 条第 1 項の結
社の自由に対する制限と解さざるを得ない。しかし，問題は，制限が合憲であるかどうか










　これに関連して，ドイツの連邦憲法裁判所は，1952 年 10 月 23 日の社会主義国党（Die
SozialistischeReichspartei:SRP）違憲判決（BVerfGE2,1）及び 1960 年 12 月 20 日の
ドイツ共産党（DieKommunistischeParteiDeutschlands:KPD）違憲判決（BVerfGE5,
85）を下しているのである64）。
62）最判昭和 63（1988）年 12 月 20 日判例時報 1307 号 113 頁。
63）ドイツ連邦共和国基本法第 21 条第 2 項。訳文は註 60 前掲高田・初宿編訳『ドイツ憲法集　第 6 版』
223 頁より。
64）BVerfGE はドイツの連邦憲法裁判所による判例集を示す。EntscheidungendesBundesverfassungs-

































110 ～ 113 頁より引用した。
66）党内民主主義の問題を正面から扱っており，かつ読みやすい最近の論考として，ここでは本秀紀「ド













度とは解し得ず，かといって命令委任を徹底する（憲法第 15 条第 1 項をそのように解す
る人民主権論など）のも困難である以上，日本国憲法は，半代表（社会学的代表）を採用
していると解されるので，政党の自主性に任されざるを得ない。
　しかし，国会法第 109 条の 2 が次のように 2000 年（平成 12 年）に改正されたことは，
憲法に照らしていかに解されるべきであろうか。
　　衆議院の比例代表選出議員が，議員となつた日以後において，当該議員が衆議院名簿登載者（公職
























支える選挙制度について検討せざるを得ない。すでに第 3 章第 1 節 6 で選挙制度について
若干の言及は行っているが，重複をいとわず，この問題を理解するために必要な事項を紹
介検討しよう。
　第 15 条第 1 項は「公務員を選定し，及びこれを罷免することは，国民固有の権利である」
と規定する。憲法が国民主権原理を採用している（前文第 1 項・第 1 条）ことの，権利の
側面への現れといえる。
　国会「両議院は，全国民を代表する選挙された議員でこれを組織する」（43 条 1 項）。







　第 15 条第 1 項は，次の三つの原則に支えられる。
　第 15 条第 3 項の「公務員の選舉については，成年者による普通選舉を保障する」（普通










































69）ハンス・ケルゼン著（尾吹善人訳）『法と国家の一般理論』（木鐸社，1991 年）161～163 頁〔第 I
部 VI．G．公民的および政治的権利；HansKelsen,withanewintroductionbyA�JavierTreviño,



























議院議員選挙における 1 対 4�99 の格差に対しては違憲判決を下した73）。この違憲判決は，
70）参照，最大判昭和 43（1968）年 12 月 4 日刑集 22 巻 13 号 1425 頁。
71）第 3 章第 1 節 6 の末尾でその問題点については若干言及している。
72）最大判昭和 39（1964）年 2 月 5 日民集 18 巻 2 号 270 頁。



























結果にもなり，とうてい賛成できない」という指摘（尾吹 372 ～ 373 頁）は無視できない。議員定
数不均衡訴訟については多くの問題があり，司法審査制度と立法府の負うべき義務の均衡がどこに
見出されるべきかという問題として高度な争点を含む。多くの争点を整理して見通しをよくしてく
れる，淺野博宣「第 19 講　投票価値の平等について」安西文雄他著『憲法学の現代的論点第 2 版』
（有斐閣，2009 年）439 頁以下，若干古い時期の論文であるが安念潤司「いわゆる定数訴訟につい
て（1)-(4）」『成蹊法学』24 号 181 頁以下・25 号 61 頁以下・26 号 39 頁以下・27 号 131 頁以下は
非常に詳細な検討を行っており，参考になる。なお，平等権についてアメリカの判例を基軸に一
般的分析をおこなった上で議員定数不均衡訴訟を位置づける木村草太『平等なき平等条項論 equal
protection 条項と憲法 14 条 1 項』（東京大学出版会，2008 年）198～201 頁は注目される。なお，


































第一審― 控訴 →第二審：高等裁判所― 上告 →最終審：最高裁判所
　民事裁判の場合は，第一審が地方裁判所または家庭裁判所の場合，上記と同様であるが，
第一審が簡易裁判所の場合は，








































77）Jun-ichiSatoh,“JudicialReview inJapan:anOverviewoftheCaseLawand anExamination of 












の違憲審査制は，アメリカ合衆国のマーベリー対マディソン判決（Marbury v. Madison, 
1Cr�137（1803））で確立したアメリカの制度を成文化したものである。憲法の最高法規
性（第 98 条第 1 項）と一切の法律上の争訟を裁判する司法権（第 76 条）の性質から導き
出せるとする見解と，第 81 条が無ければ違憲審査権はありえないとする見解とがある。











和 23）年 7 月 8 日の判決79）において，次のように判示している。
現今通常一般には，最高裁判所の違憲審査権は，憲法第 81 条によつて定められていると説かれるが，






79）最大判昭和 23（1948）年 7 月 8 日刑集 2 巻 8 号 801 頁（裁判所法施行法等違憲訴訟）。



























外であると解されていた。第 76 条第 2 項は特別裁判所の設置を禁止し，行政機関が終審
として裁判を行うことを否定したため，日本国憲法の下では，司法権の対象は一切の国家
81）戸松秀典『憲法訴訟（第 2 版）』（有斐閣，2008 年）43～55 頁。
82）ある程度網羅的な検討については，次の諸著作を参照。戸松註 80 前掲書，松井茂記「最高裁判所の
憲法判例の半世紀」佐藤幸治・初宿正典・大石眞編『憲法 50 年の展望Ⅱ』（有斐閣，1998 年）203




作用であると解されている。このような理解を前提としながら，裁判所法第 3 条第 1 項を
どのように解釈するかによって説が分かれている。
















得ると解釈する。すなわち，前者（具体的事件・争訟性を持つもの）が裁判所法 3 条 1 項









83）兼子一・竹下守夫『裁判法［第 4 版］』（有斐閣，1999 年）65-69 頁・清宮 335-336 頁。
84）この説は，1990 年代の有力説である佐藤幸治説（通称「法原理機関」説）の原型として注目に値する。
佐藤幸治説については，同著『憲法〔第 3 版〕』（青林書院，1995 年）291 頁以下及び佐藤 575 頁以
下参照。佐々木説について，佐々木 342 頁以下，同「国家行為の純粋合憲性に対する最高裁判所の





























は，第 55 条（議員の資格争訟の裁判），第 64 条（弾劾裁判所による裁判官の弾劾裁判）が，
85）最大判昭和 23（1948）年 7 月 8 日刑集 2 巻 8 号 801 頁。
86）最大判昭和 34（1959）年 12 月 16 日刑集 13 巻 13 号 3225 頁。





























89）札幌地判昭和 42（1967）年 3 月 29 日下刑集 9 巻 3 号 359 頁。
90）最大判昭和 48（1973）年 4 月 4 日刑集 27 巻 3 号 265 頁。

























92）最大判昭和 51（1976）年 4 月 14 日民集 30 巻 3 号 223 頁。
93）最大判昭和 60（1985）年 7 月 17 日民集 39 巻 5 号 1100 頁。
94）最大判昭和 62（1987）年 4 月 22 日民集 41 巻 3 号 408 頁。
95）特別送達郵便物損害賠償責任免除違憲判決とも。最大判平14（2002）年9月11日民集56巻7号1439頁。
96）最大判平成 17（2005）年 9 月 14 日民集 59 巻 7 号 2087 頁。
97）国籍法 3 条 1 項違憲訴訟とも。最大判平成 20（2008）年 6 月 4 日判例時報 2002 号 3 頁・判例タイ
ムズ 1267 号 92 頁。
98）最大判平成 9（1997）年 4 月 2 日民集 51 巻 4 号 1673 頁。
99）最大判平成 22（2010）年 1 月 20 日民集 64 巻 1 号 1 頁。
100）最大判昭和 23（1948）年 7 月 19 刑集 2 巻 8 号 944 頁。











　判決②薬局距離制限事件は，薬局開設の距離制限をしていた旧薬事法第 6 条 2 項ならび
に県の条例は，日本国憲法第 22 条に違反する，と主張する原告によって提起された訴え
に対する判決である。





























るものとなる場合に限って，財産権の規制立法を憲法 29 条 2 項違反ということが出来る
と判示する。本件は共有物の分割に対する制限を課していた森林法 186 条について，「共
有物がその性質上分割することのできないものでない限り，分割請求権を共有者に否定す
ることは，憲法上，財産権の制限に該当し，かかる制限を設ける立法は，憲法第 29 条 2
項にいう公共の福祉に適合することを要するものと解すべきところ，共有森林はその性質
上分割することのできないものに該当しないから，共有森林につき持分価額 2 分の 1 以下
の共有者に分割請求権を否定している森林法第 186 条は，公共の福祉に適合するものとい
えないときは，違憲の規定として，その効力を有しないというべきである」と判示した。


































104）最大判平成 9（1997）年 4 月 2 日民集 51 巻 4 号 1673 頁。
105）最大判昭和 52（1977）年 7 月 13 日民集 31 巻 4 号 533 頁（結論は合憲）。津地鎮祭判決は，「憲法






























る。なお，戸松註 80 前掲書 325 ～ 328 頁参照。
107）いわゆる高田事件判決［最大判昭和 47（1972）年 12 月 20 日刑集 26 巻 10 号 631 頁］も，15 年の
裁判中断を第 37 条に反し違憲と判断しており，これを適用違憲とする例もあるが，処分違憲と解
するべき事例であろう。
